
 





 

 

吉 田 町 民 憲 章 

 

 

わたくしたちは、美しい駿河湾にのぞむ、豊かな自然に恵まれた、吉田町  

の町民であることに誇りを持ち、明るく、活力ある町づくりをめざして、こ  

の憲章を定めます。 

 

１ 水と緑に恵まれた自然を愛し、住みよい町をつくります。 

１ 心と体をきたえ、健康で安心して暮らせる町をつくります。 

１ 働くことによろこびをもち、活気あふれる町をつくります。 

１ 互いに学びあい、教養を深め、高い文化の町をつくります。 

１ 思いやりをもち、あたたかい心のかよう町をつくります。 

 

 



は し が き

平成２９年版吉田町統計要覧をここに刊行します。

近年、社会情勢の多様な変化に伴い、現状を的確に把握するための統計情報が重

要視され、その需要は年々高まっています。

この統計要覧は、これらの情勢に対処するため、本町の人口・産業・教育・文化・

住民生活・社会福祉など各分野にわたる統計資料を総合的かつ体系的に収録し、町

勢の現状並びにその推移を明らかにしようとするもので、今回で第２６回の発刊と

なりました。

本書の編さんにあたり、貴重な資料の提供、その他格別のご協力をいただきました

関係各位に厚くお礼申し上げるとともに、この統計要覧を有効に活用していただけ

れば幸いに存じます。

平成２９年１１月

吉田町長 田 村 典 彦
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ご利用のまえに

１ 本書は、町勢に関する統計資料を収録したものです。

２ 本書は、最新の資料を主として収録していますが、比較対照を行うため、過去の資料も掲

載しています。

３ 統計表中、年とあるのは暦年（１月～ 月）、年度とあるのは会計年度（４月～翌年３月）

を示し、〇年〇月〇日現在とあるのは、その期日現在を表しています。

４ 資料の出所及び表中説明の要する事項については、各表下部に表示しました。

（注）資料中、国勢調査の値は、作成時点で公表されているものを掲載。

５ 数の単位の表示について一見して分かるものは省略してあります。単位未満は四捨五入又

は切り捨てたものがあります。したがって、合計数値と内訳が一致しないものがあります。

６ 統計表中符号の用法は、次のとおりです。

｢－｣ 該当数値のないもの

｢…｣ 数値が不明なもの

「０」 単位に満たないもの

｢Ｘ｣ 公表を差し控えたもの

｢△｣ 減少

７ 統計資料について、さらに詳細な数値が必要な場合、あるいは疑問のある場合は、

吉田町企画課 企画調整部門（℡ ‐ ‐ ）にお問い合わせください。
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１　土地・気象

（１）　町域の変遷

　明治　９年　８月

明治 5年10月 明治 9年 8月 明治12年10月 明治22年 4月 昭和24年 7月

吉 田 村
住 吉 新 田

下 吉 田 村

吉 田 町第 六 組 合 吉 田 村

片 岡 村

川 尻 村

上 吉 田 村

九左衛門新田

川 尻 村

高 島 村

大 幡 村

神 戸 村
青 柳 村

与 五 郎 新 田

大 日 村

八 幡 島 新 田

　明治　８年　６月 　大日村と八幡島新田が合併して大幡村となる。

　浜松県が廃せられ静岡県に合併される。
　住吉新田と下吉田村が合併して吉田村となる。
　上吉田村と久左衛門新田が合併して片岡村となる。
　川尻村と高島村が合併して川尻村となる。
　青柳村と与五郎新田が合併して神戸村となる。
　（吉田町の基礎ができあがる。）

明治 8年 6月

　明治　４年１１月 　廃藩置県により郷土は浜松県に属する。

　明治　５年１０月 　大小区制により、榛原郡は第３大区となり郷土は第２０小区となる。

　昭和２４年　７月 　吉田村を吉田町と改称

　明治１２年１０月 　吉田村・片岡村・川尻村・神戸村・大幡村は合併して、第六組合を結成

　明治２２年　４月 　市制町村制の施行により、第六組合を吉田村と改称

吉田町の

地名の由来

吉田という地名が生まれたのは、室町初期と伝えられています。その当時の
吉田町は一面に葦が生い茂っていたらしく、入植して開拓を始めた人たち
は、ここを葦田と名付けました。

しかし葦田（あしだ）は悪し田に通ずるということから、葦を吉と呼び替え、願
望を込めて佳名好名の“吉田”と決めたのではないかといわれています。
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（２）　位置・面積

東西延長 南北延長 面　　積
（km） （km） （km ） 東経 北緯 海抜

　138°15’ 　34°46’

（３）　土地の地目別面積
各年1月1日現在（単位：ha）

区　分 総面積 田 畑 宅地 山林 原野 池沼 その他

平成 年
平成 年
平成 年
平成 年
平成 年

資料：税務課「固定資産に関する概要調書」

●土地の地目構成比（平成29年1月1日現在）

役場の位置

14.6% 

6.8% 

35.2% 

0.7% 
0.0% 

3.0% 

39.7% 

田 

畑 

宅地 

山林 

原野 

池沼 

その他 
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（４）　　気象概況

平均湿度 降水量 平均風速

平均 最高 最低 （％） （mm） （m/s）

平 成 年

平 成 年

平 成 年

平 成 年

平 成 年

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

資料：静岡市吉田消防署

区　分
気　　温　℃
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　２　人　　　口

（１）　人口･世帯数の推移［住民基本台帳・外国人人口］
各年3月31日現在

人口密度 外国人 高齢化率

男 女 計 対前年増加率 （人/㎞ ） 人口 （65歳以上）

平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年

資料：町民課、福祉課

※住民基本台帳人口及び世帯数は、外国人人口を含む（平成24年7月9日住民基本台帳法改正のため）

※平成25年の対前年増加率は、平成24年住民基本台帳人口と外国人人口を合算した数字と比較したもの

※人口密度の吉田町面積は平成26年まで20.84k㎡、平成27年以降は20.73k㎡となっている

（２）　人口･世帯数の推移［国勢調査］
各年10月1日現在

区　分 平成 7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

人　口
世帯数

資料：国勢調査

（３）　人口動態（自然･社会）の推移

社　会　動　態
出　生 死　亡 増　減 転　入 転　出 増　減

平成 年度 △ 201 △ 99 △ 282
平成 年度 △ 2 △ 239 △ 82 △ 323
平成 年度 △ 12 △ 89 △ 64 △ 165
平成 年度 △ 26 △ 86 △ 60
平成 年度 △ 55 △ 64 △ 11

資料：町民課

人口増減

世帯数
1世帯当たり

の人員

区　分
自　然　動　態

住民基本台帳人口
区　　分

その他の
増減

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

15,000

17,000

19,000

21,000

23,000

25,000

27,000

29,000

31,000

平成 7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 

世帯 人 

人 口 

世帯数 

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

15,500

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 

世帯 人 

男 

女 

世帯数 
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（４）　町内会別人口・世帯数の推移
各年3月31日現在

人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数
総数

住吉
上組
東村
森下
山八
新田
西浜
東浜
大浜

川尻
上組
山通り
東組
西組

片岡
西
東
下

北区
第１
第２
第３
第５

資料：町民課

※平成25年以降は、外国人人口を人口及び世帯数に含む。

　 ●町内会別人口構成比（平成29年3月31日現在）

（５）　合計特殊出生率の推移

資料：人口動態保健所・市区町村別統計

平成29年平成28年平成27年

　●自治会別人口構成比（平成29年3月31日現在）

区　分
平成26年平成25年

S63～H4 H5～H9 H10～H14 H15～H19 H20～H24

35.06% 

21.30% 
19.66% 

23.98% 住吉 

川尻 

片岡 

北区 

第１ 
24.76% 

西 
20.18% 

上組 
36.54% 

上組 
 13.23% 

第２ 
29.14% 

東 
30.34% 

山通り 
30.21% 

東村 
16.85% 

第３ 
 19.94% 

下 
49.48% 

東組 
14.40% 

森下 
 5.18% 

第５ 
26.15% 

西組 
18.85% 

山八 
14.50% 

新田 
16.64% 

西浜 
14.62% 

東浜 
12.68% 

大浜 
6.30% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北区 

片岡 

川尻 

住吉 
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（６）　年齢階級５歳ごと男女別人口
平成27年10月1日現在

区　　  　　分 総  数 男 女

総　数
15歳未満（年少人口）
15～64歳（生産年齢人口）
65歳以上（老年人口）
不詳

年齢別割合（％）
15歳未満
15～64歳
65歳以上

平均年齢（歳）
年齢中位数

資料：国勢調査

　●人口ピラミッド　（平成27年10月1日現在）

651 

768 

746 

723 

583 

845 

983 

951 

1,104 

1,012 

973 

947 

974 

1,021 

684 

580 

708 

05001,0001,500
人 

男 

632 

676 

743 

667 

605 

769 

867 

926 

1,017 

933 

919 

906 

968 

1,051 

810 

723 

1,347 

0 500 1,000 1,500
人 

女 （歳）

以上

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～
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（７）　昼間･夜間人口の推移
各年10月1日現在

流出人口

平 成 年 △ 110
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年

資料：国勢調査

（８）　通勤通学人口の概要

　①　15歳以上通勤・通学地別流出人口（吉田町から他市町へ）
平成27年10月1日現在

総数 通勤者 通学者

当地に常住する就業・通学者
町内で従業・通学
他市町村で従業・通学 　

牧之原市
焼津市
島田市
藤枝市
静岡市
御前崎市
菊川市
その他

県外で従業・通学
資料：国勢調査

　②　15歳以上通勤・通学地別流入人口（他市町から吉田町へ）
平成27年10月1日現在

総数 通勤者 通学者

当地で従業・通学する者
町内に常住
他市町村に常住　　　　　　　　　　 　　　　

牧之原市
焼津市
島田市
藤枝市
静岡市
御前崎市
菊川市
その他

県外に常住 －
資料：国勢調査

区　　         　分

昼間人口指数

区　　         　分

昼間人口
ｄ

常住人口
（夜間人口）ａ

流入人口
ｂ

流出入の差
ｂ－ｃ

区  分
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（９）　労働力状態別就業人口（15歳以上）の推移
各年10月1日現在

平成 7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

15歳以上の総数
労働力総数

就業者総数
主に仕事
家事のほか仕事
通学のかたわら仕事
休業者

完全失業者
非労働力

資料：国勢調査

（１０）　産業別就業人口の推移（産業大分類別）
各年10月1日現在

平成 7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

総     数
第１次産業

農業
林業
漁業･水産業・養殖業

第２次産業
鉱業
建設業
製造業

第３次産業
電気・ガス・水道・熱供給業
運輸･通信業
卸売業・小売業
金融・保険業
不動産業
サービス業
公務

分類不能の産業
資料：国勢調査

　●産業別就業人口構成比

資料：国勢調査

区　　 　　分

区　　　 　分

3.7% 

3.9% 

4.7% 

5.3% 

6.3% 

47.5% 

48.5% 

48.7% 

52.2% 

52.8% 

48.8% 

47.6% 

46.6% 

42.5% 

40.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年 

平成22年 

平成17年 

平成12年 

平成 7年 

第１次産業  第２次産業 第３次産業 
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３　事 業 所

（１）　事業所数の推移（産業大分類別）

各年10月1日現在
平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年

総　　　数
第１次産業

第２次産業
　　　　　　- 　　　　　　-

第３次産業
　　　　　　-

　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　-
　　　　　　-

　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　-

　　　　　　-
　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　-

　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　- 　　　　　　-
　　　　　　-

　　　　　　-

　　　　　　- 　　　　　　-
資料：事業所･企業統計調査、経済センサス-基礎調査、経済センサス-活動調査

※平成18年から区分の変更あり

※平成21年、平成26年は経済センサス-基礎調査（7月1日）、平成24年、平成28年は経済センサス-活動調査（2月1日、6月1日）

※上記（１）の総数から、公務（他に分類されないもの）を除く。

運輸・通信業

サービス業(他に分類されないもの)

公務(他に分類されないもの)

卸売業、小売業

不動産業
不動産業、物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

区　　　分

電気・ガス・熱供給・水道業

農林漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
製造業

情報通信業
運輸業、郵便業
卸売・小売業、飲食店

金融業、保険業

医療，福祉

宿泊業、飲食サービス業

サービス業

教育，学習支援業

複合サービス事業

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 

事業所 
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（２）　従業者数の推移（産業大分類別）
各年10月1日現在

平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年
総　　　数
第１次産業

農林漁業
第２次産業

　　　　　- 　　　　　-

第３次産業
　　　　　-

　　　　　- 　　　　　- 　　　　　- 　　　　　- 　　　　　-
　　　　　-

　　　　　- 　　　　　- 　　　　　- 　　　　　- 　　　　　-

　　　　　-
　　　　　- 　　　　　- 　　　　　- 　　　　　-

　　　　　- 　　　　　- 　　　　　- 　　　　　- 　　　　　-
　　　　　-

　　　　　-

　　　　　- 　　　　　-
資料：事業所･企業統計調査、経済センサス－基礎調査、経済センサス－活動調査

※平成18年から区分の変更あり

※平成21年、平成26年は経済センサス-基礎調査（7月1日）、平成24年、平成28年は経済センサス-活動調査（2月1日、6月1日）

※上記（２）の総数から、公務（他に分類されないもの）を除く。

（３）　従業者規模別事業所数及び従業者数
平成26年7月1日現在

　1～ 4 　5～ 9 10～29 30～99 100～299　 　300
人 人 人 人 人 人以上

事業所数
従業者数

資料：経済センサス-活動調査

※出向・派遣従業者のみの事業所は内訳に含まれていない。

学術研究，専門・技術サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

製造業

卸売・小売業、飲食店

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信業
情報通信業
運輸業、郵便業

区　　　分

公務(他に分類されないもの)

サービス業

区　　分

卸売業、小売業

医療，福祉
教育，学習支援業

複合サービス事業

総　　数

サービス業(他に分類されないもの)

不動産業

金融業、保険業

宿泊業、飲食サービス業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

不動産業、物品賃貸業

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 

従業者 
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４　商工観光

（１）　商業

ア　事業所数・従業者数・年間商品販売額等の推移

年間商品販売額 その他の収入額 商品手持額 売場面積

（百万円） （百万円） （百万円） （㎡）

平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年
卸 売 業
小 売 業

資料：商業統計調査

※平成6年、平成26年は7月1日、平成9年～19年は6月1日現在で調査

　●事業所数及び従業者数の推移

　●年間商品販売額の推移

区   分 事業所数 従業者数

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

50

100

150

200

250

300

350

400

平成 6年 平成 9年 平成 14年 平成 19年 平成 26年 

従業者 事業所 

事業所数 

従業者数 

0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000
70,000
80,000
90,000

100,000

平成 6年 平成 9年 平成 14年 平成19年 平成26年 

百万円 
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イ　産業分類別事業所数
平成19年6月1日、平成26年7月1日現在

事業所数 構成比　(％) 事業所数 構成比　(％) 増加率　(％)
総数 △ 27.9

卸売業計 △ 25.7
各種商品卸売業
繊維・衣服等卸売業 皆増
飲食料品卸売業 △ 37.5

△ 66.7
機械器具卸売業　
その他の卸売業 △ 14.3

小売業計 △ 28.6
各種商品小売業
織物・衣服･身の回り品小売業 △ 23.1
飲食料品小売業 △ 31.1
自動車･自転車小売業(※H19)
機械器具小売業　(※H26)

その他の小売業 △ 25.6
無店舗小売業(※H26)

資料：商業統計調査

ウ　産業分類別従業者数
平成19年6月1日、平成26年7月1日現在

従業者数 構成比　(％) 従業者数 構成比　(％) 増加率　(％)
総数 △ 29

卸売業計 △ 26
各種商品卸売業
繊維・衣服等卸売業 皆増
飲食料品卸売業 △ 49

△ 74
機械器具卸売業　
その他の卸売業 △ 9

小売業計 △ 30
各種商品小売業
織物・衣服･身の回り品小売業 △ 12
飲食料品小売業 △ 32
自動車･自転車小売業(※H19)
機械器具小売業　(※H26)

その他の小売業 △ 39
無店舗小売業(※H26)

資料：商業統計調査

※平成26年調査は日本標準産業分類の第12回改訂及び調査設計の大幅変更を行ったため、
平成19年調査とは産業分類の区分が変わっている。

平成19年 平成26年

区　　  　分
平成19年 平成26年

家具・じゅう器・機械器具小売業（※H19)

家具・じゅう器・機械器具小売業（※H19)

建築材料,鉱物・金属材料等卸売業

建築材料,鉱物・金属材料等卸売業

区　　  　分
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（２）　工業

ア　産業中分類別事業所数・従業者数・現金給与総額・原材料使用額・製造品出荷額等の推移
　　（従業者 4人以上の事業所）

各年12月31日現在
現金給与総額 原材料使用額等 製造品出荷額等

(百万円) (百万円) (百万円)

平成22年
平成23年
平成24年
平成25年
平成26年
食料品
飲料・たばこ・飼料
繊維工業
木材・木製品
家具・装備品
パルプ･紙・紙加工
印刷
化学工業
石油・石炭製品
プラスチック製品
ゴム製品
なめし革・同製品・毛皮
窯業・土石製品
鉄鋼業
非鉄金属
金属製品
はん用機械器具
生産用機械器具
業務用機械器具
電子部品・デバイス・電子回路

電気機械器具
情報通信機械器具
輸送用機械器具
その他の工業

資料：工業統計調査、経済センサス－活動調査

　●事業所数及び従業者数の推移

区　　　分 事業所数 従業者数

5000

5500

6000

6500

7000

7500

8000

8500

90

100

110

120

130

140

150

160

170

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 

従業者 事業所 

事業所数 

従業者数 
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イ　従業者規模別事業所数･従業者数（従業者 4人以上の事業所）

平成26年12月31日現在
製造品出荷額等

（百万円）

総　　数
4～  9(人)

 10～ 19(人)
20～ 29(人)
 30～ 49(人)
 50～ 99(人)
100～299(人)
300～499(人)
500以上(人)

資料：工業統計調査

（３）　観光

ア　観光施設

開館(放)日数 利用者数
展望台小山城
郷土資料館

資料：総務課（土地・建物台帳）、産業課

※利用状況は平成28年度中の実績

区   分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
人   数

資料：産業課

イ　観光入込客

　●事業所数の産業分類別構成比

区　　分 事業所数 従業者数

施　設　名 規模　(㎡）
利　 用　 状　 況

28.5% 

16.2% 

10.8% 

9.2% 

5.4% 

4.6% 

3.8% 
3.1% 

3.1% 

15.4% 
食料品 

生産用機械器具 

プラスチック製品 

飲料・たばこ・飼料 

繊維工業 

輸送用機械器具 

金属製品 

パルプ・紙・紙加工 

化学工業 

その他 
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５　農　　　業

（１）　経営耕地規模別農家数の推移
各年2月1日現在

※例外

資料：農林業センサス

※平成7年～平成12年は総農家、平成17年以降については、販売農家のみ

（２）　専業・兼業別農家数
各年2月1日現在

※平成12年以降については、販売農家のみ

※第1種兼業農家とは、主な所得を農業から得ている兼業農家

※第2種兼業農家とは、農業ではない仕事からの所得が主となっている兼業農家

　●専業･兼業構成比

（３）　農家世帯員の就業状態
各年2月1日現在

資料：農林業センサス

※平成12年以降については、販売農家のみ

※平成17年以降の世帯員総数については、15歳以上の世帯員数を記載

※平成22年、平成27年については就業状態のデータなし

平成27年

第１種兼業 第２種兼業

平 成 年

区　分

平 成 年

平 成 年

農家数 専   業

平 成 年

平 成 年

平 成 年
平 成 年

区　分

平 成 年

総数
規定

2.0～1.5～
未満

0.3～ 0.5～0.3ｈａ 1.0～

平成　7年 平成12年 平成17年 平成22年

資料：農林業センサス

3.0ｈａ
以上

平 成 年

仕事に従事しなかった人

16（15）歳以上の世帯員総数
区　　　　　分

兼業だけに従事した人

自家農業だけに従事した人
自家農家と兼業の両方に従事した人

自家農業が主
兼業が主

平 成 年

31.2% 

23.6% 

18.9% 

13.1% 

10.5% 

14.7% 

21.2% 

24.8% 

22.7% 

14.5% 

54.1% 

55.3% 

56.3% 

64.2% 

75.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年 

平成22年 

平成17年 

平成12年 

平成 7年 

専業 

第１種兼業 

第２種兼業 
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（４）　農産物の販売のあった経営体数と類別作付面積

平成27年2月1日現在

資料：農林業センサス

（５）　農業経営耕地の状況
各年2月1日現在

資料：農林業センサス

※平成17年以降については、販売農家のみ

畑
樹園地

花き類、花木

区　　　分

その他の作物

面  積　

合　計
田

農家数
（ａ）

稲
麦類          　　　　　      -          　　　　　      -

区　　　分
作付面積

　　　　            （ａ）
合　計

農産物の販売のあった経営体

平成27年

雑穀
いも類

面  積　
（ａ）

果樹類

平成22年平成17年

野菜類

豆類
工芸農作物

面  積　
農家数 農家数

（ａ）
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６　水 産 業

（１）　内水面漁業

うなぎ養殖業の推移（静岡うなぎ漁業協同組合）

平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年

資料：産業課、静岡うなぎ漁協

※各年の期間は９月１日から翌年８月31日を示す。

（２）　海面漁業

ア　漁業経営体数・漁業従事者数の推移

29歳 30～ 50～ 60歳
以下 49歳 59歳 以上

平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年

資料：漁業センサス

区   分 経営体数
組合取扱高（販売）

数量（t） 金額（千円）

     各年11月1日現在

※（　）内は、町内の値

区　　分
経営体数

性別・年齢別漁業従事者数

総数 個人 団体 総数 自営 雇われ
女　性

男　　　　　　性
漁業従事者数

175
180
185
190
195
200
205
210
215
220
225

0

10

20

30

40

50

60

平成 5年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 

漁業従事者 経営体 

経営体数 

漁業従事者数 
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イ　漁船隻数の推移
各年11月1日現在　

(単位：隻）

計 1ｔ未満 1～3ｔ 3～5t 5～10ｔ 10ｔ以上
平 成 年
平成 年
平成 年
平成 年
平成 年

資料：漁業センサス

ウ　魚種別漁獲量（属人）
（単位：ｔ）　

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

合　　　計
魚類小計

しらす
かつお
そうだがつお類 ‐
まぐろ類
たちうお
まだい
その他の魚類

水産動物類小計
えび類
かに類
いか類
たこ類

海面漁業計
わかめ類養殖業

資料：産業課「海面漁業生産統計調査」

動        力       船
無動力船

船外機
付船

区　　分 漁船総数

区　　　分

その他の水産動物類
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７　運輸・通信

（１）　自動車保有台数の推移 各年4月1日現在
（単位：台）

区　  分 総　数 乗用車 準乗用車 トラック等 軽自動車 二輪車 その他

平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年

資料：静岡県の自動車保有台数

※準乗用車とは、貨客兼用の普通自動車、小型自動車で乗用車に準ずるもの

※トラック等とは、トラック、トレーラ、バス、三輪車、特種用自動車及び大型特殊自動車

●自動車保有台数の種類別構成比（平成28年4月1日現在）

（２）　東名高速道路インターチェンジ別交通量の推移
（単位：台）

総交通量 １日平均 総交通量 １日平均 総交通量 １日平均 総交通量 １日平均
平 成 年 度 － －
平 成 年 度 － －
平 成 年 度 － －
平 成 年 度 － －
平 成 年 度

（つづき）

総交通量 １日平均 総交通量 １日平均 総交通量 １日平均
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度

資料：中日本高速道路㈱

●東名高速道路インターチェンジ別１日平均交通量

区　　分
相良牧之原 菊     川 浜     松

静     岡
区　　分

吉     田 焼     津 大井川焼津藤枝スマート

39.6% 

1.7% 
4.1% 

42.9% 

10.4% 
1.3% 

乗用車 

準乗用車 

トラック等 

軽自動車 

二輪車 

その他 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

吉田 焼津 静岡 相良牧之原 菊川 浜松 

台

 

平成23年度 
平成24年度 
平成25年度 
平成26年度 
平成27年度 

大井川焼津 
藤枝スマート 
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８　上・下水道

（１）　上水道の給水状況

行政区域内人口
計画給水人口   a
現在給水人口   b
普及率 　　 b/a
給水件数
　　うち家庭用

総配水量（千m ）  c
一日最大配水量（㎥）
一日一人最大配水量（㍑）
一日平均配水量（㎥）
一日一人平均配水量（㍑）
総有収水量（千㎥）   d
一日平均有収水量（㎥）
有収率　 　d/c

資料：上下水道課「水道事業報告書」

（２）　上水道の地区別給水件数

住　吉 川　尻 片　岡 北　区 細　江 坂　部

資料：上下水道課

　●上水道の地区別給水件数の推移

（３）　下水道整備普及状況及び水洗化状況

認可
区域
（ｈａ） （ｈａ） （ｈａ） （㎥）

ａ ｂ ｃ ｃ/ｂ ｄ ｅ ｆ ｆ/ａ ｇ ｈ ｈ/ｆ ｉ

　　　　資料：上下水道課

平成28年度

平成28年度

平成24年度

平成25年度

平成27年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度

平成26年度

牧之原市

行政
人口

区　分

平成27年度平成26年度

区　　分
吉　田　町

平成24年度

計

平成25年度

平成24年度

汚　水
処理量

戸数普及率 人口面積 整備率 人口面積 戸数

管　渠　整　備

水洗
化率

供　用　開　始 水　洗　化

平成25年度区　　　　分

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

住吉 川尻 片岡 北区 細江 坂部 

給水件数 

平成24年度 

平成25年度 

平成26年度 

平成27年度 

平成28年度 
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９　教育・文化

（１）　学校教育

ア　小学校学級数・児童数・教職員数の推移
各年5月1日現在

総　数 男 女
平成 年
平成 年
平成 年
平成 年
平成 年
住吉
中央
自彊

資料：学校教育課「学校基本調査」

●小学校児童数の推移

イ　中学校学級数・生徒数・教職員数の推移
各年5月1日現在

総　数 男 女
平成 年
平成 年
平成 年
平成 年
平成 年

資料：学校教育課「学校基本調査」

●中学校生徒数の推移

区　分 学級数
児　　童　　数

教職員数

区　分 学級数
生　　徒　　数

教職員数

1000
1100
1200
1300
1400
1500
1600
1700
1800
1900

0

200

400

600

800

1000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 

総数 男・女 

男 

女 

総数 

500

600

700

800

900

1000

0

100

200

300

400

500

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 

総数 男・女 

男 

女 

総数 
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ウ　小・中学校学年別児童生徒数
平成29年5月1日現在

資料：学校教育課「学校基本調査」

エ　中学校生徒卒業後の状況
各年5月1日現在

計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女

（つづき）

計 男 女 計 男 女

資料：学校教育課「学校基本調査」

オ　倉橋学園キラリ高等学校生徒数・教職員数の推移
各年5月1日現在

カ　吉田特別支援学校児童数・生徒数・教職員数の推移
各年5月1日現在

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

資料：学校教育課

教職員数

平 成 年
平 成 年
平 成 年

事務職員数

資料：学校教育課

区分
小学部 中学部 高等部 児童・生徒

総数

平 成 年

平 成 年
平 成 年

平 成 年

平 成 年

中学校

1学年
2学年
3学年
4学年
5学年
6学年

区　  分

区　　分

平 成 年

平 成 年

平 成 年

平 成 年

平 成 年

平 成 年

就職者

在籍生徒数 科目履修生数

専修学校等進学者

進学率 就職率

教諭数 非常勤講師数

死亡不詳の者無業者

高等学校等進学者卒業者総数

女区　　分 総　数 男

小学校

1学年
2学年
3学年

区　　分

平 成 年

平 成 年
平 成 年

平 成 年
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キ　幼稚園児数・教職員数の推移
各年5月1日現在

資料：学校教育課「学校基本調査」

（２）　社会教育

ア　社会教育施設・文化施設等
平成29年3月31日現在

資料：総務課「土地・建物台帳」、生涯学習課

※利用状況は平成28年度中の実績

※図書館利用者数は来館者数

神戸コミュニティ広場 － － －

男 女

規　模

(㎡)

平 成 年

ひばり幼稚園
ちどり幼稚園

平 成 年
平 成 年

平 成 年

区　　分
園　　児　　数

平 成 年

総　数

学習ホール

図書館　

総合体育館

体育センター

施　　設　　名

－ －

－ －

－ －

－ －

－

－

－

－

－

－

舟山農村広場

西久保農村広場

中央コミュニティ広場

大井川高島スポーツ広場

住吉コミュニティ広場

川尻コミュニティ広場

中央公民館

大井川大幡スポーツ広場 －

利用者数

教職員数

利　用　状　況

使用日数開館(放)日数
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平成29年5月1日現在

№ 名　　　　　　　称 場　　　　　所 説　　　　　　　　　　明

国
能満寺のソテツ
（国指定天然記念物）

能満寺境内
日本三大ソテツの一つ
根まわり4.5m、数々の伝説が残っている。

県
高成田家所蔵の刀
（県指定工芸品）

高成田家所蔵 源正行の造刀。鎬造
しのぎづく

りの最上作

県
高成田家所蔵の太刀
（県指定工芸品）

高成田家所蔵 長船
おさふね

師光
もろみつ

の銘が入った、鎬造
しのぎづく

りの最上作

県
脇差虎徹入道興里
（県指定工芸品）

高成田家所蔵 江戸時代前期の刀工、虎徹作の脇差

町 家康御陣場跡 大幡八幡神社内 小山城をめぐる攻防で徳川家康が陣を構えた跡

町2 大熊備前守屋敷跡 展望台小山城西側 初代小山城主大熊備前守の屋敷跡

町3 萬年の茶がま 萬年家所蔵 徳川家康から拝領したと伝えられる茶がま

町4 小山城跡 能満寺山公園内
武田軍が遠州攻略の拠点とした城跡で、三重堀な
どが現存し、武田氏の築城技術をみることができる。

町5 能満寺原古墳 龍光寺北側 本町の代表的な古墳

町8 和泉太夫使用の人形
展望台小山城内
に展示（田中家所
蔵）

郷土出身の浄瑠璃師が使用した古浄瑠璃人形

町11 条里制遺跡 吉田たんぼ内 大化の改新以来の条里田のあったとされる所

町12 萬年のサツキ 萬年家内 樹高2.5m、周囲34ｍの大サツキ

町13 鈴木養邦師の石橋 龍光寺境内 鈴木養邦師が私財を投じてかけた石橋

町14 長源寺の経塚 長源寺境内 本町唯一の銘文のある経塚

町15 地蔵院の百万遍 地蔵院境内 江戸時代から続く悪疫退散の奇祭

町16 野中家所蔵の古文書
展望台小山城内
に展示（野中家所
蔵）

江戸時代初期の下吉田村（現住吉区）における土地
の調査記録

町17 三番神社所蔵の人形の首 三番神社所蔵 江戸時代中期以降の浄瑠璃の代表的な首

町18 武田氏の朱印状 久保田家所蔵 武田氏が遠州で発給した最初の朱印状

町19 能満寺の古文書 能満寺所蔵 戦国末期から江戸初期の能満寺の書証

町20 本寿寺の木彫り龍 本寿寺本堂 楠一本木の丸彫り。写実的で大きな木彫りの龍

町21 寺島川除地蔵の灯籠あげ 大井川河川敷
水難事故の犠牲者の霊を弔うとともに、洪水の被害
を免れるための祈願をする郷土の庶民的信仰行事

黄檗宗万福寺
おうばくしゅうまんぷくじ

第５代の高僧高泉性潡
こうせんしょうとん

の書跡であり

寺の門標として、また歴史的にも貴重なものである。

当町に在住していた水墨画の第一人者、川本月下
かわもとげっか

晩年の傑作

町24 林泉寺の十王像 林泉寺十王堂 十王思想に基づく、貴重な十人の王の像

町25 川尻の道標 川尻１３９５
江戸時代の大きな道標であり、供養塔を兼ねてい
る。

資料：生涯学習課

イ　吉田町の文化財

川本月下「梅花の図」町23 長源寺所蔵

町22 能満寺の山号額・寺号額
能満寺山門
及び本堂
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１０　福祉・厚生

（１）　国民年金加入状況

資料：町民課　「国民年金事業状況表」

（２）　国民年金受給状況

（つづき）

（つづき）

資料：町民課　「国民年金事業状況表」

※障害基礎年金については福祉年金受給権者を含む。

（３）　福祉年金受給状況

資料：町民課　「国民年金事業状況表」

平成 年度

区　　分
年金額（円）

受給権者 年金額（円） 受給権者 年金額（円）

平成 年度

平成 年度

年金額（円）

受給権者
区　　分

年金額（円）

平成 年度

平成 年度

年金額（円）

受給権者

受給権者

寡婦年金

障害年金
受給権者 年金額（円）

母子年金
受給権者

平成 年度

３　号
平成 年度

障害基礎年金
受給権者 年金額（円） 受給権者 年金額（円） 年金額（円）

区　　分

平成 年度

総　　　数 老齢基礎年金

区　　分
総　数 １　号

対　象　被　保　険　者
任　意

平成 年度

平成 年度

平成 年度

遺族基礎年金

平成 年度

平成 年度
平成 年度

平成 年度

平成 年度

受給権者

老齢・通算老齢年金

平成 年度

区　　分

平成 年度

平成 年度

受給権者
障害基礎年金

年金額（円）
老齢福祉年金

平成 年度

総　　　数

平成 年度

平成 年度

平成 年度
平成 年度
平成 年度
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（４）　保育所の状況
平成29年5月1日現在

総 数 男 女

資料：こども未来課

（５）　種類別生活保護の推移
各年4月1日現在

世　帯 人　員 世　帯 人　員 世　帯 人　員 世　帯 人　員
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年

資料：福祉課「生活保護実施状況」

（６）　社会福祉施設等（民間含む）
平成29年4月1日現在

保育所
児童館
こども発達支援事業所
吉田町総合障害者自立支援施設
健康福祉センター
老人福祉センター
社会福祉協議会
北区いきいきセンター
介護保険施設（デイサービス）
介護保険施設（デイケア）
特別養護老人ホーム
グループホーム（高齢者）
高齢者人材活用センター

資料：福祉課、こども未来課

※介護保険施設（デイサービス）、特別養護老人ホームは地域密着型含む

住宅扶助
区　　分

総　　数 生活扶助 教育扶助

施　　　設　　　名

組　数 保育士数区　　　分

個　所　数

園　　児　　数

わかば保育園

さくら保育園
すみれ保育園

さゆり保育園

-  32  -



１１　保健・衛生

（１）　保健・医療機関数の推移 各年12月31日現在

区　分 一般診療所 歯科診療所 助産所 薬局薬種商
療養型

医療施設
介護老人
保健施設

平 成 年 1（180） 1（100）
平 成 年 1（180） 1（100）
平 成 年 1（180） 1（100）
平 成 年 1（180） 1（100）
平 成 年 1（180） 1（100）

資料：健康づくり課、福祉課

注）　（　）内は病床数

（２）　乳幼児健康診査の実施状況 （単位：人）

対象児数 受診者数 経過観察 対象児数 受診者数 経過観察

平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度

（つづき） （単位：人）

対象児数 受診者数 経過観察 対象児数 受診者数 経過観察

平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度

（３）　予防接種の実施状況 （単位：人）

平成 年度 　　　 　-
平成 年度 　　　 　- 　　　 　-
平成 年度 　　　 　-
平成 年度 　　　 　-
平成 年度 　　　 　-

（つづき） （単位：人）

定期 町単独

平成 年度 　　　 　-
平成 年度 　　　 　-
平成 年度 　　　 　-
平成 年度 　　　 　-
平成 年度

資料：健康づくり課

※肺炎球菌　平成19年度から70歳以上を対象として実施（町単独）

※水痘　平成26年10月から実施

※B型肝炎　平成28年10月から実施

水痘
 （延べ）

小児用
肺炎球菌
（延べ）

区　　分
４か月児健診 １０か月児健診

区　　分

ジフテリア
百日咳
破傷風

不活化ポリオ
混合 （延べ）

３歳児健診

資料：健康づくり課

１歳６か月児健診

区　分

ポリオ
不活化
ワクチン
（延べ）

ポリオ
生ワクチン

（延べ）

子宮頸がん
予防 （延べ）

B型肝炎
（延べ）

（延べ）

区　分
高齢者
インフル
エンザ

成人用
肺炎球菌 ヒブ

 （延べ）

麻しん
風しん混合

（延べ）

日本脳炎
（延べ）

ジフテリア
百日咳

破傷風混合
（延べ）

ジフテリア
破傷風混合

（延べ）
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（４）　検診の実施状況
（単位：人）

受診者 要精密

平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度

（つづき） （単位：人）

受診者 要精密

平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度

資料：健康づくり課

※乳がん検診は、平成17年度から40歳以上（隔年で実施）が対象

（５）　国民健康保険事業

世帯数 人口
平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度

資料：町民課

※世帯数、人口及び被保険者数は、年度中の各月末数の平均（外国人を含む）

平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度

資料：町民課

要精密

大腸がん検診
(40歳以上)

受診者

一人当たり
国保税額

（円）

加入率　　b/a
被保険者世帯

区　　分
肺がん、結核検診

（40歳以上)

要精密

子宮頸がん検診
(20歳以上)

受診者 要精密

胃がん検診
(35歳以上)

受診者

保険者負担額
（千円）

一人当たり
費用額

（円）

療養給付費

件　　数 費用額
（千円）

区　　分

イ　給付状況

世帯数
加入者　　b

※子宮頸がん検診は、平成17年度から20歳以上（隔年で実施）が対象

被保険者数

乳がん検診
(40歳以上)

ア　保険加入状況

区　　分
全   町　　a

区　　分
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(６)  介護保険の要介護（要支援）認定状況
各年度末現在    （単位：人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護2 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計
平成24年度

平成25年度

平成26年度

資料：福祉課「介護保険事業状況報告（年報）」等

※第1号被保険者…65歳以上　　　　

　 第2号被保険者…40歳以上65歳未満

（７）　畜犬の状況

区　　分 登録頭数 保護頭数
平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度
平成 年度

資料：都市環境課

第2号被保険者

認　　　定　　　者　　　数

第1号被保険者
第2号被保険者

第1号被保険者

区　　　　分 総　数

第1号被保険者
第2号被保険者

平成28年度
第1号被保険者
第2号被保険者

平成27年度
第1号被保険者
第2号被保険者
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（８）　ごみ収集量
（単位：ｔ）　

可燃ごみ 資源ごみ
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度

資料：吉田町牧之原市広域施設組合

「一般廃棄物処理事業実態調査」

※資源ごみは、ペットボトル、白色トレイ、金物類、

　 ガラス類、プラマークあり、プラマークなし、蛍光管、乾電池

（９）　し尿収集量
（単位：kl）　

し　尿 浄化槽汚でい 合　計
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度

資料：吉田町牧之原市広域施設組合

※総量のみ牧之原市（榛原地区）分を含む　　　　　 「一般廃棄物処理事業実態調査」

　●ごみ収集量の推移

　●し尿収集量の推移

区　　分 総　量
吉 田 町 分

※総量のみ牧之原市（榛原地区）分を含む

区　　分 総　量
吉 田 町 分

組合収集ごみ
直接搬入ごみ 合　計

0
500

1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000
4500
5000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

t 

可燃ごみ 

資源ごみ 

直接搬入ごみ 

11,500
11,600
11,700
11,800
11,900
12,000
12,100
12,200
12,300
12,400
12,500

0

100

200

300

400

500

600

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

浄化槽汚でい（kl） し尿（kl） 

し 尿 

浄化槽汚でい 
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１２　災害・事故

（１）　交通事故発生状況

各年12月31日現在

資料：防災課「交通事故のあらまし」

（２）　消防装備の状況
平成29年4月1日現在

消防職員・団員
消防ポンプ自動車
水槽付き消防ポンプ自動車
化学車
水槽車
救助工作車
可搬動力ポンプ
可搬動力ポンプ積載車
その他の車両（指令車・調査車等）
救急自動車
消火栓
防火水槽
防火井戸

（３）　火災発生状況
各年12月31日現在

平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年

資料：防災課、静岡市消防年報

資料：防災課「静岡市消防年報」、「静岡市消防局」

総　額 建　物 林野 車　両 船舶 その他船舶 その他
建物
(㎡)

区　分
火災種別件数 焼損面積 損害額（千円）

総件数 建物
林野

林野 車両

区　　　　　　　分 静岡市吉田消防署 吉田町消防団

傷　者死　者
死　傷　者

人身事故件数

●事故件数の推移

区　　分

平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年

0

1

2

3

4

5

0
50

100
150
200
250
300
350
400

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 

（件） 

人身 

傷者 

死者 
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（４）　救急活動状況
各年12月31日現在

区　分 出動件数 取扱件数 搬送人員
一日当たり

平均出動件数
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年
平 成 年

（５）　事故別救急搬送人員
各年12月31日現在

区　分 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

火 災
自 然 災 害
水 難
交 通
労 働 災 害
運 動 競 技
一 般 負 傷
加 害
自 損 行 為
急 病
そ の 他
合 計

資料：防災課「静岡市消防年報」

（６）　津波避難タワー整備状況

名称 タワー形態 避難対象地区 所在地 収容人数（人）

歩道橋型 住吉新田・山八 住吉4403-6地先

歩道橋型 住吉山八 住吉3254-6地先

歩道橋型 住吉山八・西浜 住吉4805-2地先

タワー型 住吉西浜・東浜 住吉3484-1

タワー型 住吉東浜・大浜 住吉5228-1

歩道橋型 住吉東浜・大浜 住吉3719-1地先

タワー型 川尻西組・東組 川尻2918

タワー型 住吉新田・山八 住吉3365-1

タワー型 住吉東村・片岡下 片岡1697-1

タワー型 川尻西組・東組 川尻2743-1

タワー型 住吉新田・山八 住吉2649-2

タワー型 住吉森下・東村 住吉2143-1

資料：防災課

※平成25年度整備完了

資料：防災課「静岡市消防年報」、「静岡市消防局」

住吉森下・山八
・西浜歩道橋型 住吉2868-3地先

歩道橋型
住吉森下・東村
・東浜・片岡下

住吉5525-1地先

タワー型
住吉大浜・川尻
西組・片岡下

川尻2557-11

-  38  -



１３　建設・住宅

（１）　行政区域内の道路現況
平成29年4月1日現在

実延長 改良済 舗装済

高速自動車道
一般国道
主要地方道
一般県道
１級町道
２級町道
その他

資料：建設課「道路台帳調書」「静岡県道路現況調書」

（２）　町道整備の推移
各年度末現在

実延長 舗装道 改良済

平成24年度
平成25年度
平成26年度
平成27年度
平成28年度

資料：建設課「道路台帳調書」

（３）　都市計画道路の状況
平成29年4月1日現在

幅員　(m) 延長　(m) 延長　(m) 供用率
合計（10路線）

榛南幹線
大幡川幹線
北部幹線
富士見幹線
吉田港幹線
海岸幹線
中央幹線
住吉幹線 うち340mは牧之原市内
東名川尻幹線
片岡幹線

資料：都市環境課

※供用部分については暫定分を含む。

道路種別 路線数

計 画 決 定 内 容

幅員一部 16m
幅員一部 16m

歩道等設置
延長(m)

供　用　部　分

改良率

自動車交通
不能区間(m)

備考街 路 名

舗装率

幅員一部 16m

歩道等設置
延長(m)区　分 路線数 舗装率 改良率
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（４）　都市計画公園の状況
平成29年4月1日現在

合計
街区公園

青柳公園
稲荷山公園
大道公園
川尻大道公園
浜田公園
日の出公園
しらさぎ公園

近隣公園
小藤路公園
西の宮公園

地区公園
住吉西の坪公園

吉田公園
特殊公園

能満寺山公園
都市緑地

大井川清流緑地

（５）　建築確認申請件数
各年度末現在

区　　分 総　数 住　宅 商　店 工　場 倉庫・車庫 その他

平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度

資料：都市環境課

（６）　町営住宅一覧
平成29年3月31日現在

団地名 建設年度 構造 戸数

合計
松原団地 川尻3138番地の3 S45・S48 WPC・2

〃 川尻3138番地の5 S50・S51 WPC・2
松下団地 住吉37番地 S53・S54 RC・3
住吉団地 住吉5436番地 RC・3
さくら団地 川尻210番地 S63・H1 RC・3～4

資料：都市環境課

（７）　住居の種類別一般世帯数及び一世帯当たりの人員等

平成27年10月1日現在

世帯数 世帯人員
一世帯当たり

の人員

一般世帯
住宅に住む一般世帯

主世帯
持ち家
公営・都市機構・公社の借家
民営の借家
給与住宅

間借り
その他の一般世帯

資料：国勢調査

区　分 都市計画決定面積

資料：建設課

公  園  名 供用済面積

住居の種類・住宅の所有の関係

所在地

※青柳公園の供用済面積のうち0.17haは、都市計画決定区域外

一戸当たりの床面積 (㎡)

※平均60.44
42.71～
49.61～
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　１４　財　　　政

（１）　財政力等の状況
（単位：千円）

（単年度） （3ヶ年平均）

（２）　平成29年度会計別当初予算額
（単位：千円）

特別会計

企業会計

資料：企画課

平成26年度

平成28年度

平成29年度

一 般 会 計

区       分

※基準財政収入額、基準財政需要額、財政力指数、標準財政規模において、普通交付税の再算定

増　減　率

平成27年度

平成29年度

財政力指数

※実質収支比率、経常収支比率は普通会計数値で算出

資料：企画課

　 が行われた年度については、再算定後の数値を記載

標準財政
規模

実質収支
比率

経常収支
比率

区  分
基準財政
収入額

基準財政
需要額

平成11年度
平成10年度

平成13年度
平成12年度

平成16年度

平成14年度
平成15年度

平成17年度

平成25年度

平成19年度
平成18年度

平成20年度
平成21年度
平成22年度
平成23年度
平成24年度

平成28年度

△ 1.0

△ 0.2

資本的支出

水
道
会
計

公共下水道事業

収益的収入

収益的支出

資本的収入

後期高齢者医療事業

介護保険事業

国民健康保険事業

土地取得事業
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（３）　平成29年度一般会計当初予算額
（単位：千円）

合計 合計

資料：企画課

（４）　平成29年度一般会計当初予算構成比
（単位：千円・％）

金　　額
歳出合計

資料：企画課

※（　）内は、前年度当初の構成比

※構成比は、各項目ごと四捨五入をしているため合計が100％にならない場合がある。

予備費

その他
災害復旧事業費

積立金
投資・出資金

投資的経費
普通建設事業費

県営事業

扶助費

公債費

貸付金
繰出金

その他

経常的経費

補助費
一部事務組合

予備費

地方特例交付金

諸収入
繰越金
繰入金
寄附金

寄附金

構成比

単独事業

人件費
物件費

補助事業

維持補修費

衛生費

災害復旧費
公債費
諸支出金

農林水産業費
商工費
土木費
消防費

財産収入

地方交付税
交通安全対策特別交付金
分担金及び負担金
使用料及び手数料
国庫支出金
県支出金

教育費

国庫支出金
県支出金
諸収入
町債

繰入金
繰越金
諸収入
町債

地方交付税
交通安全対策特別交付金

自動車取得税交付金

町税

依存財源

利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金

地方譲与税

歳　　　入
歳入合計

歳　　　出 構成比

町税

歳　　　　　　　入 歳　　　　　　　出
款　　　　　別

民生費

労働費

金　　額 款　　　　　別

議会費
総務費

金　　額

利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金

地方譲与税

自主財源

財産収入

自動車取得税交付金
地方特例交付金

分担金及び負担金
うち法人町民税

使用料及び手数料
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（５）　一般会計決算額の推移

①　歳入
（単位：千円・％）

増減率 増減率 増減率 増減率 増減率
△ 37.3 △ 5.9

町税 △ 2.0 △ 1.2 △ 3.4 △ 0.8

地方譲与税 △ 6.4 △ 4.2 △ 4.3 △ 1.4

利子割交付金 △ 10.3 △ 10.4 △ 8.4 △ 7.2 △ 42.5

配当割交付金 △ 23.1 △ 38.9

株式等譲渡所得割交付金 △ 33.3 △ 56.3

地方消費税交付金 △ 0.9 △ 9.7

自動車取得税交付金 △ 8.7 △ 59.7

地方特例交付金 △ 64.2 △ 5.8 △ 0.8 △ 3.0

地方交付税 △ 18.7 △ 0.7 △ 8.8

交通安全対策特別交付金 △ 4.1 △ 10.6 △ 6.6

分担金及び負担金 △ 2.5 △ 6.9 △ 1.7

使用料及び手数料
国庫支出金 △ 74.2 △ 18.5 △ 5.1

県支出金 △ 3.8 △ 22.0

財産収入 △ 73.9 △ 97.3

寄附金 △ 29.4 △ 51.1

繰入金 △ 38.2 △ 8.2

繰越金 △ 38.8

諸収入 △ 26.3

町債 △ 83.5 △ 24.0

資料：企画課

②　歳出
（単位：千円・％）

増減率 増減率 増減率 増減率 増減率
△ 38.6 △ 6.4

人件費 △ 0.7

物件費 △ 13.0

維持補修費 △ 5.4 △ 35.0

扶助費 △ 2.4

補助費 △ 4.0 △ 7.8

△ 2.7 △ 4.9 △ 2.1 △ 19.4

△ 6.7 △ 13.9

普通建設事業費 △ 81.1 △ 38.9 △ 16.2

△ 90.4 △ 6.5

△ 55.3 △ 58.0 △ 45.8

皆減

災害復旧事業費
公債費 △ 0.3 △ 3.6

積立金 △ 21.3 △ 38.6 △ 17.0

投資・出資金
貸付金 皆減 皆増

繰出金 △ 8.7 △ 4.3

△ 38.8

△ 95.7 △ 54.0

△ 14.7 △ 0.2

資料：企画課

※決算額は、各区分ごと四捨五入をしているため、総額と合わない場合がある。

28年度

28年度

27年度

27年度

25年度

歳入総額

区　　　分
24年度 26年度

26年度25年度24年度

実質収支

一部事務組合
その他

歳出総額

区　　　分

歳入歳出差引額

単独事業
県営事業

補助事業

翌年度に繰越すべき財源
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（６）　町税収入決算額の推移
（単位：千円）

資料：企画課

※決算額は、各区分ごと四捨五入をしているため、合計と合わない場合がある。

※下段は構成比

※平成24年度からは、外国人を住民基本台帳人口に含む。

（７）　健全化判断比率

資料：企画課

※実質赤字比率、連結実質赤字比率は黒字のため、「－」で表示

（８）　資金不足比率

資料：企画課

※資金不足額は生じていないため「-」で表示

平成27年度

水道事業会計

円

実質公債費比率実質赤字比率

平成26年度

平成27年度

    　　　　　　   -

連結実質赤字比率

　住民一人当たりの税収入換算額　＝

平成27年度     　　　　　　   -     　　　　　　   -
    　　　　　　   -     　　　　　　   -

平成28年度

合計

平成25年度

円円

平成24年度

住民一人当たりの
税収入換算額

都市計画税

町民税

個人

法人

固定資産税

固定資産税

国有資産等所在市町
村交付金及び納付金

町たばこ税

将来負担比率

    　　　　　　   -     　　　　　　   -

平成26年度

平成26年度

円

区　　　分

軽自動車税

    　　　　　　   -

円

    　　　　　　   -     　　　　　　   -

町税収入決算額
各年度末の住民基本台帳人口

公共下水道事業会計

    　　　　　　   -

平成28年度

平成28年度

    　　　　　　   -
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　１５　選挙・行政・議会

（１）　選挙人名簿登録者数
平成29年6月1日現在

投 票 区 男 女 計
総数
第1投票区 住吉上・片岡
第2投票区 東村・森下・東浜・大浜
第3投票区 山八・新田・西浜
第4投票区 川尻
第5投票区 神戸・大幡

（２）　選挙執行状況
ア　衆議院議員選挙

男 女 計 男 女 計 男 女 計 県内順位

イ　参議院議員選挙

男 女 計 男 女 計 男 女 計 県内順位

ウ　静岡県知事選挙

男 女 計 男 女 計 男 女 計 県内順位

エ　静岡県議会議員選挙

男 女 計 男 女 計 男 女 計

オ　吉田町長選挙

男 女 計 男 女 計 男 女 計

カ　吉田町議会議員選挙

男 女 計 男 女 計 男 女 計

執行年月日

執行年月日

地域名H28年6月2日との比較

無  投  票

選挙当日有権者数 投　票　者　数

投　　　　票　　　　率

投　　票　　率選挙当日有権者数 投　票　者　数

投　　　　票　　　　率

選挙当日有権者数 投　票　者　数

投　票　者　数 投　　　　票　　　　率

無  投  票

執行年月日
選挙当日有権者数 投　票　者　数 投　　票　　率

無  投  票

執行年月日
選挙当日有権者数 投　票　者　数 投　　票　　率

選挙当日有権者数

執行年月日

執行年月日
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３
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%
 

無 投 票  

無 投 票  

無 投 票  

平 成 二 六 年 一 二 月 一 四 日

平 成 十 七 年 九 月 十 一 日

平 成 二 一 年 八 月 三 〇 日

平 成 二 四 年 十 二 月 十 六 日

平 成 二 九 年 一 〇 月 二 二 日

平 成 二 二 年 七 月 一 一 日

平 成 二 八 年 七 月 一 〇 日

平 成 一 六 年 七 月 一 一 日

平 成 一 九 年 七 月 二 九 日

平 成 二 五 年 七 月 二 一 日

平 成 二 五 年 六 月 十 六 日

平 成 十 三 年 七 月 二 九 日

平 成 一 七 年 七 月 二 四 日

平 成 二 一 年 七 月 五 日

平 成 二 九 年 六 月 二 五 日

平 成 二 三 年 四 月 一 〇 日

平 成 一 一 年 四 月 一 一 日

平 成 一 五 年 四 月 一 三 日

平 成 一 九 年 四 月 八 日

平 成 二 七 年 四 月 一 二 日

平 成 二 三 年 四 月 二 四 日

平 成 一 五 年 四 月 二 七 日

平 成 一 八 年 一 二 月 二 四 日

平 成 一 九 年 四 月 二 二 日

平 成 二 七 年 四 月 二 六 日

平 成 二 三 年 四 月 二 四 日

平 成 一 一 年 四 月 二 五 日

平 成 一 五 年 四 月 二 七 日

平 成 一 九 年 四 月 二 二 日

平 成 二 七 年 四 月 二 六 日

（４）歴代町・村長

氏 名 就任年月日 退任年月日

初代村長 吉 永 七 六 明治 年 月 日 明治 年 月 日

２ 吉永七左衛門 明治 年 月 日 明治 年 月 日

３ 益 田 準 一 郎 明治 年 月 日 明治 年 月 日

４ 八 木 本 之 助 明治 年 月 日 明治 年 月 日

５ 益 田 準 一 郎 明治 年 月 日 明治 年 月 日

６ 久保田晴太郎 明治 年 月 日 大正 年 月 日

７ 大 石 廉 一 大正 年 月 日 昭和 年 月 日

８ 滝 井 忠 平 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

９ 久 保 田 恭 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

武 田 千 春 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

初代町長 武 田 千 春 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

２ 岸 端 想 作 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

３ 岩 本 辰 雄 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

４ 杉 村 幸 作 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

５ 増 田 保 十 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

６ 三 輪 德 一 昭和 年 月 日 平成 年 月 日

７ 柳 原 宏 行 平成 年 月 日 平成 年 月 日

８ 中 村 芳 樹 平成 年 月 日 平成 年 月 日

９ 田 村 典 彦 平成 年 月 日 現 在

（５）町議会

ア 議員定数 人

イ 党派別現員 日本共産党１人 無所属 人

ウ 役員の構成（平成 年 月 日現在）

議 長 藤田 和寿

副議長 増田 剛士

（ア）常任委員会

ａ 総務文教常任委員会 （７人）

委員長 山内 均

副委員長 三輪正邦

委 員 山口一博 三輪美由紀 遠藤孝子 増田剛士 藤田和寿

ｂ 産業建設常任委員会 （７人）

委員長 大石 巌

副委員長 蒔田昌代

委 員 杉本幸正 八木 栄 大塚邦子 河原崎曻司 増田剛士

（イ）議会運営委員会 （６人）

委員長 大塚邦子

副委員長 遠藤孝子

委 員 大石 巌 山内 均 三輪正邦 増田剛士

（ウ）特別委員会

議会広報特別委員会（６人）

委員長 三輪美由紀

副委員長 山口一博

委 員 蒔田昌代 大石 巌 三輪正邦 河原崎曻司
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（４）歴代町・村長

氏 名 就任年月日 退任年月日

初代村長 吉 永 七 六 明治 年 月 日 明治 年 月 日

２ 吉永七左衛門 明治 年 月 日 明治 年 月 日

３ 益 田 準 一 郎 明治 年 月 日 明治 年 月 日

４ 八 木 本 之 助 明治 年 月 日 明治 年 月 日

５ 益 田 準 一 郎 明治 年 月 日 明治 年 月 日

６ 久保田晴太郎 明治 年 月 日 大正 年 月 日

７ 大 石 廉 一 大正 年 月 日 昭和 年 月 日

８ 滝 井 忠 平 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

９ 久 保 田 恭 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

武 田 千 春 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

初代町長 武 田 千 春 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

２ 岸 端 想 作 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

３ 岩 本 辰 雄 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

４ 杉 村 幸 作 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

５ 増 田 保 十 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

６ 三 輪 德 一 昭和 年 月 日 平成 年 月 日

７ 柳 原 宏 行 平成 年 月 日 平成 年 月 日

８ 中 村 芳 樹 平成 年 月 日 平成 年 月 日

９ 田 村 典 彦 平成 年 月 日 現 在

（５）町議会

ア 議員定数 人

イ 党派別現員 日本共産党１人 無所属 人

ウ 役員の構成（平成 年 月 日現在）

議 長 藤田 和寿

副議長 増田 剛士

（ア）常任委員会

ａ 総務文教常任委員会 （７人）

委員長 山内 均

副委員長 三輪正邦

委 員 山口一博 三輪美由紀 遠藤孝子 増田剛士 藤田和寿

ｂ 産業建設常任委員会 （７人）

委員長 大石 巌

副委員長 蒔田昌代

委 員 杉本幸正 八木 栄 大塚邦子 河原崎曻司 増田剛士

（イ）議会運営委員会 （６人）

委員長 大塚邦子

副委員長 遠藤孝子

委 員 大石 巌 山内 均 三輪正邦 増田剛士

（ウ）特別委員会

議会広報特別委員会（６人）

委員長 三輪美由紀

副委員長 山口一博

委 員 蒔田昌代 大石 巌 三輪正邦 河原崎曻司
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議会 推進特別委員会（６人）

委員長 杉本幸正

副委員長 山内 均

委 員 遠藤孝子 八木 栄 大塚邦子 増田剛士

エ 審議された議案（平成 年）

議 会 予算 条例 人事 専決処分 決算
意見書等

※

契約・財産

の取得処分

その他

計

第１回定例会

第２回定例会

第１回臨時会

第３回定例会

第４回定例会

計

※地方自治法第９９条による意見書、その他関係機関に係る要望書等を指す。 資料：議会事務局

オ 歴代町議会議長

氏 名 就任年月日 退任年月日

初代議長 久 保 田 佑 次 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

２ 横 田 喜 一 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

３ 高 橋 仁 蔵 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

４ 岩 本 辰 雄 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

５ 岩 堀 芳 夫 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

６ 久 保 田 佑 次 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

７ 三 輪 伝 七 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

８ 大 石 竹 次 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

９ 増 田 善 祐 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

大 石 敬 一 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

福 世 文 藏 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

大 石 角 一 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

福 世 文 藏 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

佐 藤 三 木 昭和 年 月 日 平成 年 月 日

増 田 辰 美 平成 年 月 日 平成 年 月 日

野 中 愼 司 平成 年 月 日 平成 年 月 日

大 石 伊 作 平成 年 月 日 平成 年 月 日

栁 原 克 彦 平成 年 月 日 平成 年 月 日

曽 根 日 呂 志 平成 年 月 日 平成 年 月 日

増 田 宏 胤 平成 年 月 日 平成 年 月 日

三 輪 正 彦 平成 年 月 日 平成 年 月 日

吉 永 滿 榮 平成 年 月 日 平成 年 月 日

増 田 宏 胤 平成 年 月 日 平成 年 月 日

八 木 栄 平成 年 月 日 平成 年 月 日

大 塚 邦 子 平成 年 月 日 平成 年 月 日

藤 田 和 寿 平成 年 月 日 現在

資料：議会事務局
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議会 推進特別委員会（６人）

委員長 杉本幸正

副委員長 山内 均

委 員 遠藤孝子 八木 栄 大塚邦子 増田剛士

エ 審議された議案（平成 年）

議 会 予算 条例 人事 専決処分 決算
意見書等

※

契約・財産

の取得処分

その他

計

第１回定例会

第２回定例会

第１回臨時会

第３回定例会

第４回定例会

計

※地方自治法第９９条による意見書、その他関係機関に係る要望書等を指す。 資料：議会事務局

オ 歴代町議会議長

氏 名 就任年月日 退任年月日

初代議長 久 保 田 佑 次 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

２ 横 田 喜 一 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

３ 高 橋 仁 蔵 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

４ 岩 本 辰 雄 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

５ 岩 堀 芳 夫 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

６ 久 保 田 佑 次 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

７ 三 輪 伝 七 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

８ 大 石 竹 次 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

９ 増 田 善 祐 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

大 石 敬 一 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

福 世 文 藏 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

大 石 角 一 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

福 世 文 藏 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日

佐 藤 三 木 昭和 年 月 日 平成 年 月 日

増 田 辰 美 平成 年 月 日 平成 年 月 日

野 中 愼 司 平成 年 月 日 平成 年 月 日

大 石 伊 作 平成 年 月 日 平成 年 月 日

栁 原 克 彦 平成 年 月 日 平成 年 月 日

曽 根 日 呂 志 平成 年 月 日 平成 年 月 日

増 田 宏 胤 平成 年 月 日 平成 年 月 日

三 輪 正 彦 平成 年 月 日 平成 年 月 日

吉 永 滿 榮 平成 年 月 日 平成 年 月 日

増 田 宏 胤 平成 年 月 日 平成 年 月 日

八 木 栄 平成 年 月 日 平成 年 月 日

大 塚 邦 子 平成 年 月 日 平成 年 月 日

藤 田 和 寿 平成 年 月 日 現在

資料：議会事務局

 (平成２９年４月１日施行)

　

企 画 課

（６）　町の組織    

課　（１５課１局） 部門　（３６部門） 分　　　　掌　　　　事　　　　務

組　織　図
秘 書 広 報 部 門

秘書、栄典、表彰、自治会、広報、広聴、どこでも訪問しますＤＡＹ、町勢要覧、無料法律相談、行
政相談委員など

情報政策、ＩＣＴ化施策、情報セキュリティなど

行 政 部 門
法制執務、議会、文書及び公印管理、個人情報保護、権限移譲の調整、選挙、情報公開、固定資産評
価審査委員会、庶務及び部門間の調整など

人 材 育 成 部 門
人事、研修、職員人材育成、人事評価、給与、勤務条件、健康管理、福利厚生、職員共済、公務災
害など総 務 課

企 画 調 整 部 門

まちづくり推進部門

財 政 部 門 財政計画、歳入歳出予算、起債管理、基金、寄附、地方交付税など

契 約 管 理 部 門

防 災 課 防 災 部 門

地 域 安 全 部 門 交通安全の啓発、交通安全対策委員会、交通指導員、防犯、消防団など

情 報 管 理 部 門

収 納 管 理 部 門

住 民 窓 口 部 門

住 民 税 部 門

健康 づ く り 課 保 健 部 門

高齢者福祉部門

児 童 福 祉 部 門こ ど も未来課

介 護 保 険 部 門

町 民 課

国 保 部 門

農 政 部 門産 業 課

商工観光水産部門

福 祉 課

健 康 増 進 部 門

土 木 管 理 部 門

土 木 部 門

農業総合企画調整、農用地利用集積、農業構造改善、農業用施設の整備計画、土地改良、農地災害
防止、農業者年金、農業委員会、農業団体、農産物生産調整、畜産、鳥獣保護・駆除、林業、保安
林、庶務及び部門間の調整など

商工観光振興、小規模事業者等融資、商工業団体、計量法、労働、消費者、鉱業、企業立地、観光
協会、産業委員会、能満寺山公園施設管理運営、自然公園、漁業、水産振興、漁港管理会、海岸保
全、津波堤、漁港整備など

建 設 課
路線認定・廃止、道路・水路・河川・橋梁等の管理、急傾斜地、水防、地籍、土地台帳、道路台
帳、公図、国・県有地の管理、都市計画施設の維持管理、緑化活動支援、花いっぱい活動、花咲く
よしだ、庶務及び部門間の調整など

都 市 計 画 部 門

土地区画整理部門 土地区画整理事業推進、土地区画整理組合指導など

下 水 道 部 門

町道・河川の整備・維持、国・県営事業推進、交通安全施設整備、土木災害復旧、下水路維持管
理、農業用施設新設・改良工事、農地・農業用施設災害復旧、都市計画道路の計画・整備、都市計
画公園の計画・整備など

都市計画行政、都市計画審議会、開発行為等規制、土地利用対策委員会、土採取等規制、建築確認
事務、優良宅地等認定、ブロック塀等耐震改修補助制度、地価公示図書の閲覧、公営住宅の管理、
庶務及び部門間の調整など

環境保護、環境整備（河川、道路、公園などの簡易な除草作業を含む。）、廃棄物、公害防止、資
源のリサイクル、苦情相談、生活環境衛生、狂犬病予防、畜犬登録、墓地、へい獣処理など環 境 部 門

公共下水道計画、受益者負担金、下水道料金徴収、公共下水道普及啓発、公共下水道事業特別会
計、指定工事店、公共下水道施設整備・維持管理、浄化センターの維持管理、浄化センター周辺の
整備・管理、浄化槽設置など

業 務 部 門

工 務 部 門

会計管理者 会 計 課 　町費の出納、決算、歳入歳出外現金、物品調達基金、有価証券、指定金融機関、備品管理、資金運用、一時借入金など

上 下 水 道 課
業務計画策定、予算編成、決算の調製、会計処理、法制執務、給水量調査、水道料金徴収、企業債
等借入、貯蔵品管理、給水開始・中止・廃止手続き、庶務及び部門間の調整など

水道施設の整備・維持管理、給配水設備の検査等、水質管理、給水工事台帳、配水施設管網図、消
火栓設置・維持管理、指定給水装置工事事業者など

町県民税、国保税、法人町民税、国税・県税の連絡調整など

資 産 税 部 門 固定資産税、都市計画税、土地・家屋・償却資産評価など

税 務 課

総

務

グ

ル

ー

プ

契約制度、工事検査、指名委員会、町境調整、入札執行、普通財産管理、公有財産の調整、庁舎管
理、公用車管理など

防災対策、原子力災害対策、防災会議、津波防災まちづくりの推進、国民保護、災害対策本部、地
震災害警戒本部、防災センター管理、津波避難施設管理、庶務及び部門間の調整など

企画立案、総合調整、総合計画、広域行政、まち・ひと・しごと創生、国土利用計画、統計、統計
要覧、行財政構造改革の推進、行政評価、庶務及び部門間の調整など

シーガーデンシティ構想、内陸フロンティア、地域づくり、シティプロモーション、男女共同参
画、多文化共生、生活交通、空港利活用など

収納管理、納税相談、滞納処分、軽自動車税、町たばこ税、税務諸証明、原動機付自転車・ミニ
カー標識、庶務及び部門間の調整など

健康づくりの推進、健康増進事業、生活習慣病予防、歯科保健、食育の推進、保健センターの管理
など

介護保険の認定審査、介護保険給付、介護保険料の賦課徴収、介護保険事業運営協議会、介護予防
事業、介護保険事業特別会計、介護保険統計、介護保険基盤整備、介護保険事業計画など

児童福祉、母子父子福祉、児童館、児童遊園地、児童手当、児童虐待相談、ＤＶ相談、子育て支
援、庶務及び部門間の調整など

感染症予防、予防接種、母子保健、不妊治療費助成、榛原総合病院、献血、日赤、地域医療、救急
医療、災害救護、保健センターの管理、庶務及び部門間の調整など

社 会 福 祉 部 門

健

康

福

祉

グ

ル
ー

プ

町
　
長

保 育 支 援 部 門

都 市 環 境 課

下 水 道 室

産

業

建

設

グ

ル

ー

プ

理
　
事

副
町
長

戸籍、住民基本台帳、人口動態、印鑑登録、埋火葬許可、身分証明、公的個人認証、個人番号カー
ド、臨時運行許可、人権擁護委員、犯罪人名簿、旅券、住民窓口、庶務及び部門間の調整など

国保の給付・得喪・統計、国保特別会計、後期高齢者医療特別会計、特定健康診査・特定保健指
導、後期高齢者医療保険料の徴収、介護保険資格の得喪、国民年金など

生活保護、行旅死亡人、心身障害者福祉、精神保健福祉、民生委員・児童委員協議会、戦没者、旧
軍人援護、総合障害者自立支援施設、地域改善対策、神戸西会館、災害救助法、社会福祉協議会、
社会福祉団体、庶務及び部門間の調整など

高齢者福祉、高齢化対策推進、虐待保護措置、地域包括支援センター、健康福祉センター、老人福
祉センター、いきいきセンター、相寿園管理組合、高齢者保健福祉計画など

保育所、こども発達支援事業所、保育支援など
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資料：総務課

固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会 固定資産評価審査委員会事務局（総務課）

選 挙 管 理 委 員 会 選挙管理委員会事務局（総務課）

公 平 委 員 会

監 査 委 員 監査委員事務局（議会事務局）

農 業 委 員 会

議            会 議 会 事 務 局

行 政 委 員 会

教
育
委
員
会

事
務
局

社 会 教 育 部 門

教
　
育
　
委
　
員
　
会

スポーツ振興部門

教
育
機
関

公 民 館  中央公民館

町立図書館運営、図書館利用計画、図書館利用、図書・記録・視聴覚資料の収集、ちいさな理科館など

生 涯 学 習 課

図 書 館

静岡県に委託

農業委員会事務局（産業課）

学 校 教 育 機 関  吉田中学校、住吉小学校、中央小学校、自彊小学校

教
育
長

教育施策の総合調整、教育委員会に関する事務、総合教育会議、教育予算の総括、就学援助費、学校施
設整備、学習指導、生徒指導・進路指導、教育用図書その他教材、就学指導及び特別支援教育、教育相
談など

学 校 教 育 課
学校教育 部門

図 書 館 部 門

生涯学習の企画調整、社会教育事業実施、社会教育委員会に関する事務、文化財、社会体育の企画調
整、庶務及び部門間の調整など

スポーツ振興、スポーツ推進委員、社会体育諸団体の育成指導、総合体育館・学習ホール・体育セン
ター・テニスコートの管理運営など
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７ 官公庁等一覧

施 設 名 住 所 電話番号 施 設 名 住 所 電話番号

吉 田 町 役 場 住吉 川 尻 浜 丁 会 館 川尻 －

住 吉 小 学 校 住吉 北オアシスパーク（吉田町まちづくり公社） 神戸

中 央 小 学 校 片岡 吉田町浜田土地区画整理組合 川尻

自 彊 小 学 校 神戸 神 戸 西 会 館 神戸

吉 田 中 学 校 住吉 神 戸 集 落 セ ン タ ー 神戸 －

倉橋学園キラリ高等学校 神戸 大 幡 会 館 大幡 －

吉 田 特 別 支 援 学 校 片岡 展 望 台 小 山 城 片岡

中 央 公 民 館 住吉 小 山 城 売 店 片岡

学 習 ホ ー ル 住吉 吉 田 榛 原 学 校 給 食

共 同 調 理 場
住吉

総 合 体 育 館 住吉

体 育 セ ン タ ー 住吉 － 衛生センター（し尿処理場） 住吉

神戸コミュニティ広場（よしきた） 神戸 吉田浄化センター（下水道） 住吉

図 書 館 片岡 静岡市消防局吉田消防署 住吉

ち い さ な 理 科 館 片岡 吉 田 町 交 番 片岡

保 健 セ ン タ ー 住吉 吉 田 郵 便 局 住吉

こども発達支援事業所 川尻 住 吉 郵 便 局 住吉

さ く ら 保 育 園 住吉 国土交通省中部地方整備局

静 岡 河 川 事 務 所

駿 河 海 岸 出 張 所

片岡す み れ 保 育 園 川尻

さ ゆ り 保 育 園 片岡

わ か ば 保 育 園 神戸 県営吉田公園（ 法人しずかちゃん） 川尻

子育て支援センターわかば 神戸 吉 田 町 商 工 会 片岡

子育て支援センターすみれ 川尻 ﾊｲﾅﾝ農業協同組合吉田支店 片岡

私 立 ひ ば り 幼 稚 園 住吉 〃 住吉支店 住吉

私 立 ち ど り 幼 稚 園 川尻 〃 川尻支店 川尻

中 央 児 童 館 片岡 〃 神戸支店 神戸

住吉小学校区放課後児童クラブ 住吉 静岡うなぎ漁業協同組合 片岡

中央小学校区第１放課後児童クラブ 片岡 南駿河湾漁業協同組合吉田支所 住吉

中央小学校区第２放課後児童クラブ 片岡 吉 田 町 煮 干 協 同 組 合 住吉

中央小学校区第３放課後児童クラブ 片岡 静 岡 銀 行 吉 田 支 店 住吉

自彊小学校区 放課後児童クラブ 神戸 島田信用金庫吉田支店 住吉

自彊小学校区Ｂ放課後児童クラブ 神戸 〃 神戸支店 神戸

健康福祉センター（はぁとふる） 片岡 焼津信用金庫吉田支店 住吉

社会福祉協議会（事務局） 〃 掛川信用金庫吉田支店 神戸

総合障害者自立支援施設「あつまリーナ」 片岡

吉田町デイサービスひまわりの家 片岡 ＜ 町 外 施 設 ＞

北区いきいきセンター 神戸 吉田町牧之原市広域施設組合

（事務局）
牧之原市細江

高齢者人材活用センター（シルバー人材センター） 片岡

住吉会館（住吉区自治会事務所） 住吉 清掃センター（ごみ焼却場） 牧之原市細江

川尻会館（川尻区自治会事務所） 川尻 リ サ イ ク ル セ ン タ ー 牧之原市坂部

片岡会館（片岡区自治会事務所） 片岡 謝 恩 閣 （ 火 葬 場 ） 牧之原市勝間

自 彊 館（北区自治会事務所） 神戸 牧 之 原 警 察 署 牧之原市細江

住吉コミュニティ防災センター 住吉 榛 原 総 合 病 院 牧之原市細江
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　１６　近隣市町の概況

面積（㎞
２
）

国勢調査［H 27.10.1］

人口

男

女

人口増減率（％）

世帯数（世帯）

産業別人口割合第1次（％）　【Ｈ27】

　　　　　　       　　　第2次（％）　【Ｈ27】

　　　　　           　　第3次（％）　【Ｈ27】

経済センサス-活動調査［H28.6.1］

事業所数

従業者数

事業所数（卸売業・小売業）

従業者数

商業統計調査[H26.7.1]

年間商品販売額（百万円）

農林業センサス［H27.2.1］

農家数（総農家）

工業統計調査［H26.12.31］

（従業者4人以上）

事業所数

従業者数

製造品出荷額等（百万円）

市町財政の状況［平成27年度］

普通会計歳入総額（百万円）

普通会計歳出総額（百万円）

市町税（百万円）

普通建設事業費（百万円）

財政力指数（25～27年度の平均値）

※　財政力指数については普通交付税再算定後の基準財政需要額を用いて算出

吉田町 島田市 牧之原市焼津市
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　１７　吉田町の統計指標

項　目 実　数 指　　　標 資料（時点）

面 積 20.73㎢ 静岡県の面積の0.27％

人 口 29,691人
静岡県の人口の0.79％
人口密度1,432人/㎢

住民基本台帳（H29.3.31）

世 帯 数 10,893世帯 1世帯当たり2.73人 住民基本台帳（H29.3.31）

出 生 数 222人 1.64日に1人 町民課（平成28年度）

死 亡 数 277人 1.32日に1人 町民課（平成28年度）

転 入 者 数 1,429人 1日当たり3.92人 町民課（平成28年度）

転 出 者 数 1,321人 1日当たり3.62人 町民課（平成28年度）

婚 姻 件 数 329件 1.11日に1件 町民課（平成28年度）

離 婚 件 数 71件 5.14日に1件 町民課（平成28年度）

組 合 ご み
収 集 量

5,249ｔ
1日当たり14.38ｔ
1人当たり176.79kg（年間）

吉田町牧之原市広域施設組合
（平成28年度）

一 日 平 均
配 水 量

12,539㎥
給水人口32,572人
1人当たり385ℓ

水道事業報告書
（平成28年度）

一 日 平 均
下 水 道 処 理 量

2,318㎥
水洗化人口11,055人
1人当たり209.6ℓ

上下水道課（平成28年度）

自 動 車 保 有 数 25,397台

乗用車 9,934台

軽乗用車 10,768台

火 災 件 数 11件 33.18日に1件 静岡市消防年報（平成29年）

刑法犯認知 件数 126件 2.90日に1件 犯罪白書（平成28年）

人 身 事 故 件 数 210件 1日当たり1.74件
交通事故のあらまし
（平成28年）

町 職 員 数 226人 住民131.38人に1人
地方公共団体定員管理調査
（H29.4.1）

小学校　130人 小学生12.98人に1人 学校基本調査（H29.5.1）

中学校　 59人 中学生14.37人に1人 学校基本調査（H29.5.1）

消 防 職 員 数  59人

消 防 団 員 数 147人

救急車出動 件数 861件 1日当たり2.36件 静岡市消防年報（平成29年）

一般会計当初予算 11,498,000千円 1人当たり387,255円 企画課（平成29年度）

町 税 収 入 済 額 5,248,210千円 1人当たり176,760円 企画課（平成28年度）

製造品出荷 額等 221,574百万円 静岡県全体の1.38％ 工業統計調査（平成26年）

うなぎ養殖 業 の
収 穫 量

195トン 静岡県全体の11.8％ 静岡うなぎ漁協（平成28年）

しらすの漁 獲量 1,534トン 静岡県全体の15.5％
海面漁業生産統計調査
（平成28年）

※人口及び世帯数には、外国人を含む。

住民144.13人に1人

1世帯当たり乗用車保有台数1.90台

静岡市消防年報（平成29年）

教 員 数

静岡県の自動車保有台数
（H29.4.1）
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　１８　吉田町のあゆみ

昭和24年
（1949）

７月 町制施行
吉田村を吉田町に改称
戸数3,044戸　人口17,559人
吉田村吉田を吉田町住吉に改称
初代町長に武田千春氏就任

昭和26年
（1951）

４月 町長武田千春氏再任

昭和27年
（1952）

４月
１１月

町立さくら保育園開園　定員１００人
吉田町教育委員会設置

昭和28年
（1953）

９月 台風13号襲来、被害大

昭和29年
（1954）

３月 吉田町電報電話局が開設
電話加入者345台

昭和30年
（1955）

４月
６月
１０月
１１月

２代目町長岸端想作氏就任
川尻成因寺にちどり幼稚園開園
第１回吉田町スポーツ祭開催
町立わかば保育園開園　定員６０人

昭和31年
（1956）

３月
６月

町営住宅20戸建設
ひばり幼稚園開園

昭和33年
（1958）

３月 太平橋架橋　全長980ｍ

昭和34年
（1959）

４月 ３代目町長岩本辰雄氏就任

昭和35年
（1960）

４月 神戸、大幡両区を合併し北区に改称
吉田町上水道完成、給水開始

昭和36年
（1961）

４月
１０月
１２月

町立さゆり保育園開園　定員６０人
国道１５０号富士見橋完成
吉田漁港開港

昭和37年
（1962）

４月
１１月

南北両中学校を統合し、吉田町立中学校設置
吉田町体育協会が全国表彰受賞

昭和38年
（1963）

４月 町長岩本辰雄氏再任

昭和39年
（1964）

４月
８月

吉田町文化財に初めて13件指定
吉田町漁業協同組合が榛原町漁業協同組合を合併

昭和41年
（1966）

３月
１１月

吉田町農業協同組合が発足
学校給食センター完成給食事業開始

昭和42年
（1967）

４月 ４代目町長杉村幸作氏就任
吉田小、川尻小を統合し、中央小学校設置

昭和43年
（1968）

８月
１２月

静鉄駿遠線廃止
川尻・住吉海岸を県立自然公園に指定

昭和44年
（1969）

１月
２月
４月
８月

吉田榛原消防署設置
東名吉田インターチェンジ営業開始
町立すみれ保育園開園　定員６０人
吉田町８０周年記念式典挙行

昭和45年
（1970）

３月 町立あやめ保育園開園　定員６０人

昭和46年
（1971）

４月 ５代目町長増田保十氏就任
県立吉田高校開校
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昭和47年
（1972）

４月 丸榛吉田うなぎ漁業協同組合誕生

昭和48年
（1973）

７月 吉田町文化福祉センター完成

昭和50年
（1975）

４月 町長増田保十氏再任

昭和54年
（1979）

４月 ６代目町長三輪德一氏就任

昭和56年
（1981）

４月 吉田町・榛原町広域施設組合発足

昭和57年
（1982）

４月
１１月

勤労者体育センター完成
吉田町総合体育館完成

昭和58年
（1983）

４月 町長三輪德一氏再任

昭和59年
（1984）

３月 吉田町保健センター完成

昭和60年
（1985）

７月 吉田町学習ホール完成

昭和62年
（1987）

４月
９月

町長三輪德一氏再任
展望台小山城完成

昭和63年
（1988）

６月 太平橋架替工事完成

平成元年
（1989）

８月 村から町へ１００周年記念式典

平成３年
（1991）

３月
４月

高齢者介護ホーム完成（在宅介護支援センター）
町長三輪德一氏再任

平成５年
（1993）

７月 備前守隧道完成

平成６年
（1994）

１１月 新庁舎完成

平成７年
（1995）

３月
４月
１１月

公共下水道一部供用開始
７代目町長柳原宏行氏就任
全国吉田町と姉妹町の提携

平成８年
（1996）

３月
８月
１０月

吉田町名誉町民第１号　川本二郎氏
吉田中学校野球部全国大会優勝
１０月第４日曜日を吉田町民福祉の日に制定

平成９年
（1997）

１１月 第８回全国吉田町未来会議を当町で開催
災害時の相互応援協定を締結

平成10年
（1998）

３月
１０月

第５１回静岡県民スポーツ祭「町村対抗の部」で優勝
「ごみのないクリーンなまちづくり条例」制定

平成11年
（1999）

３月

４月
７月

吉田町榛原町広域施設組合清掃センター（さんあーる）完成
第５２回静岡県民スポーツ祭「町村の部」で優勝
８代目町長中村芳樹氏就任
町制施行５０周年記念式典
図書館完成

平成12年
（2000）

３月

１０月
１１月

健康福祉センター(はぁとふる)完成
第５３回静岡県民スポーツ祭「町村対抗の部」で優勝
第１７回国勢調査　人口27,492人
第１回静岡県市町村対抗駅伝大会吉田町チーム町村の部７位入賞
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平成13年
（2001）

３月

4月～5月
７月
８月

中央児童館完成
北区いきいきセンター完成
2001年しずおか緑・花・祭開催　５９万７千人来場
町立住吉小学校開校１００周年記念式典
県営吉田公園供用開始

平成14年
（2002）

５月

１１月

第４３回都道府県対抗なぎなた大会
【第５８回国民体育大会なぎなた競技リハーサル大会】を当町で開催
第１３回全国吉田町未来会議を当町で開催
展望台小山城入場者数６０万人達成

平成15年
（2003）

２月
３月
４月
10月

町立中央小学校新体育館完成
町立さくら保育園新園舎完成
９代目町長田村典彦氏就任
第５８回国民体育大会秋季大会なぎなた競技大会当町で開催

平成16年
（2004）

５月 浜名湖花博吉田町出展庭園「水と緑と城のまち」県知事賞受賞

平成17年
（2005）

１月
10月

町立住吉小学校新体育館完成
第１８回国勢調査　人口28,648人

平成18年
（2006）

４月
７月

８月
12月

地域包括支援センター設置
町立自彊小学校新体育館完成
町立住吉小学校区放課後児童クラブ室完成
町立わかば保育園新園舎完成
町長田村典彦氏再任

平成19年
（2007）

４月
８月

町長田村典彦氏再任
小藤路公園全面供用開始
自彊小学校放課後児童クラブ完成

平成21年
（2009）

３月
６月
10月

町立さゆり保育園新園舎完成
富士山静岡空港開港
町制施行６０周年記念式典

平成22年
（2010）

６月
７月
８月
10月

ちいさな理科館完成
町立自彊小学校開校１００周年記念式典
総合障害者自立支援施設(あつまリーナ)完成
第１９回国勢調査　人口29,815人

平成23年
（2011）

４月
11月

町長田村典彦氏再任
「1000年に一度の大津波を想定した吉田町津波ハザードマップ」作成

平成24年
（2012）

３月 コミュニティ放送（ＦＭ島田）吉田中継局開局

平成25年
（2013）

10月 全国初の歩道橋型津波避難タワー完成
証明書自動交付機運用開始

平成26年
（2014）

３月

4月

津波避難タワー１５基整備完了
すみれ保育園完成
吉田高校が大井川高校と統合し大井川高校跡地に清流館高校が開校

平成27年
（2015）

４月

７月
８月
10月

町長田村典彦氏再任
吉田特別支援学校開校
福岡県八女市と災害時相互応援協定
八女市・吉田町未来創造の翼交流フォーラム開催
第２０回国勢調査　人口29,093人

平成28年
（2016）

５月
10月
11月

「一般社団法人　吉田町まちづくり公社」設立
北オアシスパーク（吉田町防災公園）完成
町立中央小学校創立５０周年記念式典

平成29年
（2017）

３月
10月

静岡市と連携中枢都市圏の形成に係る連携協約を締結
証明書コンビニ交付サービス開始
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